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既述 の ように,運 輸省連結 デー タは,「JR各 社 の収 支 と 〔……〕 清算事業
団等 との収支 を合算」 した うえで,奔 注人間の内部取引項 目を相 殺消去 して作
成 された もの とされている。 そ こで,以 下では まず,JR各 法人の収支 哩)合算
処理 について検討 をくわ えてい くこ とにす る。
運輸省 デー タは,「統一的 な会計処理 で試算 を行 い,国 鉄 改革 の前後 の収支
を比較」 した ものであるが,す で にみて きた ように,そ こでい う 「統 ・的な会
計処理」 とは,JR鉄 道 各社 の会計処理(す なわち鉄道事業会計規則 に規定 さ
れ た会計処理)を 意味 している。 したが って,運 輸省連結デー タにおいては,
JR鉄 道各社の公表決算 デー タが特殊 な加工 ・再集計を経る ことな く,そ のま
ま単純 に合算 されてい るもの と推定 され る。運輸省連結デー タの作 成趣旨から
して,か か る合算処理に とくに問題 はない とい って よいであろ う。
筆者別稿 において も,3x鉄 道 各社 の公表決算デー タについては,こ れ を単
純 に合算す るとい う処理 によった。本稿でJK連 結デー タを再提 示す るさいに
も,1990年度以降 に発生す る共済年金特別負担の集計処理 コ,をのぞ き,か か る
23)1990年度以降に発生する共済年金特別負担の集計処理については,脚注3D)を参照されたい。
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合算処理 を引続 き採 用す る ことに した。
これ にたい し,保 有機構 の損益計算書様式(と い うことはす なわ ちその背後
にあ る同機構 の会計基準)はJR鉄 道各社のそれ とやや異 なっているので,同
機構損益 デー タを合算す るさいには,若 干特殊 な合算処理が必要 となる。JR
鉄道各社の会計基準な らびに前節 で検討 した国鉄損益 デー タの集計 処理 に もと
づいて,運 輸 省 レポー トにおける保有機構損益デー タの合算処理 を推定す る と,
下記Gの ようにな る24)。本稿 で再提示 す るJR連 結 デー タも,下 記Gの 合算処
理に もとづいて作成 され る。
G.運 輸省レポー トにおける保有機構損益データの合算処理(推 定)
(イ〕 営業収益=事 業資産貸付収入
回 営業費=.般 管理費+事 業資産減価償却費
の 営業外収益=受 取利息+雑益
に)営 業外費用=借 入金利息+債 券利息+債 券取扱諸費
+繰延貸席償却
困 特別利益=固 定資産売却益
囚 特別損失=固 定資産売却損+固 定資産除却損
+新幹線鉄道整備事業資金交付金





24〕以 卜.の諸項 目の うち.新 幹線鉄道整儲事業資金交付金は,1989年度 から整備新幹線建設の財源
として保有機構 から日本鉄道建設公団に交付され るよ うになった交付 金である。 この点について
は,『運輸 白書」…/囎0年度版,236ペー ジを参照されたい。
16(404>第155巻 第5・6号
でお こなうこととし,と りあえず下記Hに,JR鉄 道各社 の会計基準 ならびに
前節 で検 討 した国鉄損益 デー タの集計処理か ら推 定される,運 輸省 レポー トに
お ける清算事業 団損益 デー タの合算処理 を掲げてお く。
















判断すれば,固 定資産売却収入(そ の主たる内容は土地売却収入)は,同 事業
団の主たる営業活動から生じた期間収益,す なわち営業収益とみなされるべ き
項目となろう。 しかし,別稿で も指摘 したように,連結企業集団としてのJR
グループの主たる営業活動は,鉄道輸送事業とみるのが至当である2%そ して,
25)筆者 別稿,85ペー ジ,94ペー ジ。
「子 会社が採用す る会計処理 の原則 及び手続 は,で きるだ け親会社 に統 一 しなけれ ばな ら/
〆
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JRグ ルー プの主た る営 業活動 を鉄道輸送事業 とみ る観点か ら判断すれば,清
算事業団の固定資産売却収入 はJRグ ループの特別利益 として集計 され るべ き
項 目となろ う。
つま り,同 じ固定資産売却収入で あって も,こ れ を清算事業 団の事 業 目的に
て らして性格づ ける場合 と,JRグ ループの主た る営 業活動 にて らして性格づ
ける場 合 とで は,連 結 デー タ作成上の合算処 理が異な って くるのであ る。本稿
で は,JRグ ループの主た る営 業活動 を重視す る立場か ら,清 算事.業団の固定
資 産売 却収 入については,こ れ を特別利益 と して集計す るこ とに した25}。この
集計処理 は,JR連 結 データの作成 をつ う じて,「〔7Rグ ループの〕経営 に対
す る国鉄改 革のイ ンパク ト」 を企業会計の観点か ら鳥瞰的に把握す る とい う,
本稿 の基本 目的に由来す る もので ある。
ここでは これ以上立 ち入った言及 は しないが,以 上の問題点は,程 度 の差 こ
そあれ,清 算事業 団におけるその他の損益項 目について も等 しく指摘で きる問
題 点で ある。本稿で は,以 上 に述べた理由 によ り,そ の他 の損益項 目につい て
も,JRグ ループの主た る営業活動 を重視す る立場か ら,そ の.合算処理 をおこ
な うことに した。
＼ ない」 〔連 結財務諸表原則第三 の三)と い うのが,連 結決算制度 における 「会計 処理の原則及び
手続」の一 般基準 である。 ところが.∫R連 結 デー タを作成す るためには,逆 に,連 結決算上の
親会社に擬制され る清算事業団の公表 決算データを,そ の ア会社で あるJR鉄 道 各社 の 「会計処
理の原則及び手続 」に統 一 して再集計す る ことが必要 となるので ある。JR連 結 デー タの作成に
かかわ る非制度的作業の一例を,こ こにも見いだす ことが できよう。
26)周知の ように,清 算事業団ぽ,所 有す る用 地の重要な一部 を 〔.再)開発 した うえで売却 してい
る.と い うことはすなわち,こ の場合,同 事 業団は,一 種 のデベ ロ ッパ ーとしての機能 を果た し
てい ることになるのである,し たがって,か かる(再)開 発事業 にともなう固定資産売却収入を,
通常の用地売却収 λ と区分せず,一 括 して特別利益 として集計す ることにぽ,問 題があ るか もし
れない。
しか し,清 算事 業団の公表決 算資料か ら 〔再)開 発事業 にともなう固定資産売却収入 と通常 の
用地売却収入を区分集計す る ことは技術 的に不可能 なので,本 稿で は,同 事業団の問定 資産売却
収入 については これを一括 して特 別利益 と して集計 した。
固定資産売却収 入をめ ぐる以 上の問題は,清 算事業団の事業 目的および事業内容の特 殊性 と多
様性 を物語 る1つ の象徴 的事例 といえよう。
18(406)第155巻 第5・6号
(3>清算事業団の公団債務継承損
前掲Cに み るように,運 輸省 レポー トでは,清 算事業団損益 デー タの合算 に
あた り,公 団債務継承損を控除(す なわち簿外化)す る措置が とられてい る。









しか し,私 見 によれ ば,「国鉄改革後 は青 函 トンネル,本 四架橋 等に係 る長
期債務 は,開 業等 に伴い清算事業団 に継承されたため,金 利等 の費用 は清算事
業団の費用 として計上 され ることとな った」 とい う事 実それ 自体が,JR連 結
デー タの作成 にあ たって認識され るべ き一つの重 要な経 済事象 を構成 してい る
のであ る。 したが って,か か る事 実を会計 的に認識 して こそ,「国鉄改 革前 後
における収支」の実態 をよ り正確にJR連 結 デー タに反映 させ ることがで きる
ので ある し,国 鉄損益 デー タとの集計処理上の 「連続性」 もむ しろ確i保され る
ので ある鋤。
2の 運輸省鉄道局,前 掲 レポー ト,34ペー ジ,
た とえば,『運輸 白書P988年度版,229ペー ジにおいて,1986年度国鉄決算デー タと1987年度
JR(連 結)決 算 デー タを比較す るかたちで 「収 支改善状況」が提ノ∫1さ幸しで.・るが,そ こで も公
団債務継承損 は一通常の損 失 とは異なる」 とい う理 由で1R〔 連 結)決 算 デ・.タか ら除外 されて
い る.公 団債務継承損の連結除外 は,運 輸省(鉄 道局)の.貫 した公式的見解 と考えて よいであ
ろう。
28)運輸省 レ.ポー トでは,特 定債務 整理特 別勘定損益計算貴7に整理 されていた 〔すなわち 般 勘定
損益言1.算吉の簿外項 目とされていた)特 定長期借 人金利チお よび財政再建利子補給金を,国 鉄損
益 データの集計にあた り,1玉1鉄決算hの 損益項 目と して戻入れ る措置が とられている。かかる/
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さらにいえば,公 団債 務継 承損 の控 除措置 は,連 結決算制度 の観点か らみて
も,看 過 しえない以 ドの ような問題点 を.含んで いる。す なわ ち,第 ユに,.JR
各法人間の内部取引項 目で も未実現損益で もない公団債務継承損 を連結除外 と
す るこ とは,「連結損益計算書 は,親 会社及 び子会社 の個別損 益計算書 におけ
る収益,費 用等 の金額 を基礎 とし,連 結会社相 互間の取 引高 及び未実現損益 を
消去 して」作成 する ことを求 めた 「連結損益 計算書作成 の基 本原則」(連結財
務諸表原則第五の一)に 抵触す る とい うこ とであ る。
また,第2に,公 団債務継承損 は,た とえば1987年度約11,500億円,1988年
度 約6.400億円 とい うように,き わ めて巨額であ り,し たが って,当 該継承損
を連結 除外 とす ることは,重 要性 の原則(連 結財務諸表原則注解1)に も抵触
す るこ とになる とい うことであ る。
とはい え,そ の発生 の経 緯お よび金額 の規 模か ら して,公 団債務継承損 は
「通常 の損失 とは異 なる」勘特殊な損失をなす もの と考 え られる。 したが って,
本稿で は,当 該継承損 につ いてはこれ を特別損失 と して集計 す ることに した。
また,す でに述べたよ うに,特 定人件 費(相 当額)は 営業 費か ら控 除され,




















以上を整理す れば,清 算事業団損 益 デー タは,下 記1の よ うに合算処理 され












＼ 年法律 第93弓.)等に基づ く自助努力等 の措置」(『国鉄 改革に関す る報告」1990年度版,191ペー
ジ)の1つ と して,JR鉄 道7社 および清 算事業団が/990年度以 降負担す るように なった特別負
担で ある。
他方,特 定 人件費(相 当額〕にかかわ る利子につ いては,ま ず公表決算資料 にもとづ き特定人
件 費にかかわ る1982-1985年度の平均利子 率を算出 し,こ れ を1986年度以 降の特 定人件費 〔相当
額〉 に乗 じて もとめた金額 を,当 該利子相 当額 として集 計 した。 ただ し,JR鉄 道7社 の単独決
算 はすべ て黒字決算 とな ってい るので,7R鉄 道7社 の負担す る当該特別負担 については,か か
る利子 は発生 していない もの と仮定 した。
31)清算 宇美団 の損益計算書項 目の うち,営 業据益 として集計 した土地等貸付収 入,一 般管理費.
雇用対 策費につ いて若干の説明を してお く.
滴算事 業団 に課 された事業 目的の特殊性 か らすれば.同 事業 団は,JRグ ループの主た る営業
活動 と しての鉄道輸送.事業 に一.切かかわ っていない と考 えるべ きであ ろう。筆者別稿 にお ける清
算事業 団損益 デ・ .タの集計 は,か か る仮定に もとつ くものであ=、た 〔筆者別稿,92-93ペーの 。
しか し,清算事業団0,付帯事業収入をその内訳項目にまで立ち人って検討 してみ ると.当 該収
入が,土 地等 貸付収入(土 地等使用料),派遣 職 員負担金受 人,市 町村 納付金負担金受入,租 税
公課負担 金受 入,そ の他の付帯事業収入か らな ってい ることが分かる。この うち,+地 等貸付収
入(土 地等使 用料)は,」Rグ ルー プの広い意味での営 業収益 〔すなわ.ら鉄道事業 の本来的 な意
味での付帯事 業収入)と み なして よいであろ う。そこで,本 稿では,当 該収 入は,営 業収益 と し
て集計す るこ とに した。
他方,一 般 管理 費および雇用対策費の実質的な内容は 人件費である。このうち特定 人件費相 当
額 揃 述参照)は 既述 のように特別損失 とし.て集計され るべ き金額 となるが,そ れ 以外 の金額 に
ついては忙格 が曖昧で ある。特定 人件賢相 ヒli額以外の金額を特 別損失 に集計す るのは,国 鉄損益
デー タとの比 較可能性 を損 なうことにな るので実施 しに くい。か とい って,実 質的 に人件 費を内
容 とする金額 を営 業外 費用 に集計す る二とも許されないであろ う。そ こで,本 稿で は,当 該残金
については,こ れを営業費 として集計す ることに し鵡
筆者別稿 とは異な り,卜記3項 目を営業損益 として集計 したのは.以 上のような理 由による。
厳密にいえば,こ うした集 轟.1処理 にも依然 として問題が残 るのであろ うが,他 の代替 的集計処理












ではつ ぎに,JR.各法 人間における内部取引項 目の相殺消去 につい て検討 を
くわえてい きたい と思 う。
JR各 法人間 にお ける内部取 引項 目 として運輸省 レポー トが明示 してい るの
は,前 掲Bの3項 目(な い し4項 目)で ある。 しか し,そ れによ って,JR各
法人間 における内部取引項 目のすべてが網羅 されてい るわけではない。他方,
運輸省 レポー トで明示されている項]の なか には,公 表決算資料か らその金額
を確認(な い し推定)し えない もの もある。
そ こで,本 稿 で は,筆 者が 別稿 におい てその存 在 と金額 を確認(な い し推
定)し えた内部取 引項 目物 を援用 し,こ れ に必要な修正 ・補足 をほどこ しなが
ら,相 殺消去 を実施 してい くこ とに した。以下では,修 正 ・補足 をお こなった
内部取 引項 目につ いてのみ,必 要最小 限の説明をお こな う。
本稿 で相殺消去 を実施す る内部取引項 目とその相殺消 去仕訳 を示せば下記J
の とお りで ある。 なお,説 明 の便宜.ヒ,下記Jに おいて例示す る仕訳 の勘定科
目は後 出の連結精算.表に記載 し.た勘定科 目に(た だ し一部の特殊 なケースをの
ぞ く〉,仕訳 の金額 は1991年度 の金額(単 位 は億 円〉 に,そ れぞれ も とづい て




表3は,下 記Jの 相殺消去 に もとづ いて作成 した1991年度の連結精 算表 であ




州7uの 営業費(新 幹線鉄道施設の支払 リース料)
(借)営業 収 益
(保有機構)





分)。鉄道整備基金の設立以降(後 述参照)は,同 基金の営業収益(割 賦
譲渡収入および譲渡管理費等収入)と,同 基金の営業 費(割 賦譲渡原




示せば,以 下のとお りである(な お仕訳の金額は199.1年10月1日から1992
年3月31日までの ド半期分即 。
33)運 輸省 レポー トにおいて明示 された項 目で,そ の金額が公表決算資料 から確 認 も推定 もで き
ないのは,lx鉄 道 各社間 の駅相互使用料 である,.したがって,本 稿で は,当 該使用料の相殺消
去 は断念せざ るをえなか ワた。
なお,貸 借対照表の連結については,新 幹線鉄道施設譲渡 に関連す る内部取引項 目をのぞ き,
すべ て別稿の ヂ続 を援用 した。 した がって,表3の 連結 精算 表で示 した整理番 号.〔① ,②,…
・・ は,筆 者別稿(85..87ペ・ージ)に おけ る内部取引項 目の整理 番号に対応 している.
34)この相殺消去仕訳は以 卜.のような仮定 に もとづ いてい る。
保有機構 か ら本州JRへ の新幹線鉄道施設 の譲渡 にと もない,同 機構 の後継法人である鉄道整
備 基金は本州1Rか ら割賦譲 渡収.人および譲渡管理 費等収入 〔そのセた る内谷は債務 取扱諸 賢)
を受取るようになった、他 方,本 州 」Rは鉄道整備基金長期未払金および鉄道整備基金未払金 ノ
卜
1R連結則.務諸表 の作成 をめ ぐる理論問題の再検討 〔2) (an)23
(借〕営 業 収 益
(鉄道整備基金〉






＼ にかかわ る支払利息な らびに盲嚢渡管理費等を鉄道整備 基金 に支払 うようになった。以上の内部取













以上の相殺消 去仕訳 におい て文払利息 と当期利益伽金額 を記入 していないのは,公 表決算資料
か ら当該各金額 を集計す るこ とがで きないか らであ る。
ところで,ヒ 記の割賦 譲渡眠 人の賦課項 目として鉄道整備基金は割賦譲渡原 価なる項EIを損益
計算書に計 ヒしている。他方,上 記の割賦譲渡収入 には,本 州,Rか ら受取 った鉄道 整備基金長
期 未払金 〔鉄道整備基金未払金)の 当期償還額 も含めた,新 幹線鉄 道施 設譲渡 にかか わる総収入
額が整理 されて いる と推定 される。そ こで,割 賦譲渡原価(1.116億Pi)を割賦譲渡元金の 当期
償却額 とみな した うえで,当 該金額 を,本 州JRか ら受取 った鉄道整備 基金長期 未払 金 〔鉄道整














以上 の相殺消 去仕訳を,さ らに表3の 連結 精算表に記載 した勘定科 目を用いて書 き換 え,金 額
を整理 した ものが,本 文で示 した⑥ の相殺消 去仕訳(鉄 道整備基金設立以降の仕訳)で ある、
ちなみ に,本 州jRの1991年度の貸借対照表 に計上 され た鉄道整備基金未払金(次 年度の鉄道
整備基金長期未払 金償 還額を表わす)の 合計額}%1.362億円であ り,上記O相 殺消去仕 訳におけ
る割賦譲渡原価 とほぼ同規模 の金額 となっている。 したが って,上 掲の仮定は,公 表決算金額 の
相互関係か らみて も,そ れほ ど非現実 的な仮定 とはいえないであ ろう。.




表37Rグ ルー プの 連 結 精 算 表(ユ991年度)
24 (412〕
相殺消去前 相 殺..消 去 相殺消去後
の金額 借 方 貸 方 の金額
■.内
流 動 資 産 9,882 ④34 91848
.鉄道事業固定資産 135,883⑫136 ⑫10,827 125,192
事 業 資 産 90,772 ⑫90、726 45






経営安定基金資産 12,781 ③8.821 3,960
借






資 産 合 計 500,466 754 148,312 352,907




長 期 債 務 416,875{・　 299,877⑫89.364
.照 連 結 調整 勘 定 ①8.669 8,669
資 本 金 11,945 ①4.595 7,350
資 本 準 備 金 12,489 ①8.669 3,820
利 益 準 備 金 62 62
表 経 営 安 定 基.金 12,78ユ ③8,821 3,960
剰 余 金 15,748 ⑤5,675{⑫.10,827 ⑪618{⑫136 o
負債 ・資本合計 500,466 156,981 .9,423 352.907:
⑥7,323
営 業 収 益 52,732{…3 44,948損 ⑩9
⑥41718
益




営 業 外 収 益 2,667 ⑦1,281{⑪618 ⑥2,605 768
営 業 外 費 用 20,728 {・ 　 16,129⑧713
算 経営安定基金運用収入
9ユ2 ⑧713 199
特 別 利 益 22,615 ⑩257{⑫10,827 11,532
特 別 損 失
・一 画.幽
9,013 ⑩214 8,800
書 法.人 税 等






〔注)億 円未満 は四捨五入 したので合計額の ・致 しない部分が ある。
〔資料)1国 鉄改1覧に関する報告11991年度版等 により作成。






























⑨JR旅 客6社 の営業収益(受 取線路使用料)とJR貨 物の営業費(支
払線路使用料)





⑩JR鉄 道7社 の営業損益 ・特別損益 伎 配株主との取引)と清算事業















も明らかである。 したがって,そ の相殺消去の相手項]は 清算事業団の特
別利益 とするのが最も適当であろう。
〔:iii)の営業取引以外の取引高のほとんどは,そ の金額規模等から,JR鉄'
道7社 と清算事業団の間の短期金銭債権 ・債務にかかわる受取利息 ・支払
利息以外の項目であることが明らかである(ちなみに,長期金銭債権 ・債
務は3島JRの 経営安定基金にかかわる債権 ・債務以外に存在せず,当 該
債権 ・債務に関する内部取引項目は③⑧ において別途に相殺消去されてい
る)。また,JR鉄 道7社 の営業取引以外の取引高 として区分されている
以上,そ れが連結損益計算書..ヒの営業損益(た とえば鉄道輸送運賃等)で
JR連結財務諸表の作成をめぐる理論問題の再検討1:2}(415)27
ない ことも明 らかで ある。 したが って,〔iiOの営 業取 引以外 の取引高 につい
ては,こ れをJR鉄 道7社 の特別損益 項 目とみな した うえで,清 算事業団
の特 別損益 との相殺消去項 目と して処理す るのが最 も適 当であ ろ う。
以Lの ことか ら,上 掲⑩ の内部取 引項 目につ いては,以 下の ような相殺



















⑪清算事業団の営 業外収 益(本 州JRか らの受取配当金)と それに対応
す る同事業団の当期損益
本州JR3社 は,1990年度決算か ら一斉 に配当 を実施するよ うにな った。
1990年度お よび1991年度 の配 当実施時点 において本州JR3杜 はいず れ も
清 算事業 団の100%子会社で あ ったので,当 該 各期 の配当金 はすべ て清算
事 業団にたい して支払われ てい る。なお,1991年度 において消去 されるべ
き金額 は,1990年度 の配 当金(412億円)と1991年度 の中間配当金(206億
















保有機構 は解散 に先 立ち,新 幹線鉄 道施 設をその再調達価額9兆1,767
億円で本州JRに 譲渡 した。 そ して,当 該譲渡代 金は,長 期未収金(本 州
JRの 側では長期 未払金)と して整理 された。ただ し,当 該譲渡代金の う
ち8兆940億円 は保 有機構債務 の見合 額(す なわち当該譲渡資産 の簿価相
当額)で あ り,残 りの1兆827億円は当該 資産譲渡益(す なわ ち当該譲 渡
資産 の再評価増価額)で あ る。 なお,当 該譲渡益 は保有機構 の貸借対照表
で は剰余金 と して整理されてい る。以 ヒの取引 に関す る仕訳 を推 定す れば,

























新幹線鉄道施設譲渡(買取)に かかわる以Lの 内部取引をふ まえたうえ








































本州JRが 保有機構か ら買取 った新幹線鉄 道施設 は,JR連 結 デー タの
作成 にあた り当該資 産譲 渡益 相当額(1兆827億 円)だ け相殺消去 され る
が,こ の相殺消去 にともない,本 州JRの 営業 費(当 該相殺消去額 にかか
わ る減価償却費)の 減額修 正 と当期損益(当 期利益)の 増額修正が必 要 と
なる呂㌔ そ して,こ の修 正 に連動す るス トック面の派生的修正 としてさ ら




































前節で提示 した合算 ・相殺消去に もとづいて,1粥7年度か ら1991年度 までの
JR連 結 デー タを作成 し,そ の結 果を一 覧 した のが表4で ある。表4で は,
1982年度か ら1986/1一度 までの国鉄 決算 デー タもあわせて一覧 してい る。あ らた
めて指摘す るまで もな く,こ こに一覧 した国鉄決算 データは,本 稿 皿節で の検
討 に もとづいて当該各年度の公表決算 データを再集計 した もので ある。
紙幅の制約 もあ り,表4の 連結 デー タそれ 自体 についての立 ち.太った分析 ・
検討 は今後の課題 とせ ざるをえない。 ここで は,表4の 連結 デー タの.含意 を読
み取 るうえで重 要 と思われ るい くつかの事項 につ いて,若 干 の補足的説明 をお
こな うに とどめてお く。
:樹 ただ し,減 額修正され るべき減価償却 費は公表決算資料か ら直接 集計で きないので,本 州JR
にお ける減価償却 費の1991年度純増 加額(1,155億円)を 便宜 的に新 幹線 鉄道施設にかかわ る減
価償却費 とみな したうえで,こ れ を新幹線鉄道施設の簿価 と再評価 増価額 に按分 し,当該按分額
にもとづいて消去 されるべき減価償却 費(旧6億円)を 推定 した.
JR連結財務諸表の作成をめぐる理論問題の再検討〔(919)31
(D鉄 道整備基金損益データの合算処理
1991年4月.19日の鉄道整備基金関連3法(新 幹線鉄道 に係 る鉄道施設の譲渡
等 に関す る法律,鉄 道整備基金法,全 国新幹線鉄 道整備法 の一部 を改正す る法
律)の 成立 を うけ,1991年9月3⑪日に保有機構は解散 され,そ の権利 ・義務の
継承法人 として同年ユ0月1日に鉄道 整備殖金が設立 された。 また,こ れ に先立
ち,保 有機構が保 有 していた新幹線鉄道施設 は,本 州JRに 譲渡された。
さて,こ こで注 目され るのは,JRグ ループにおける鉄道整備 基金の財務 的
機 能である。 とい うの も,同 基金は 「既 設新 幹線譲渡収入等 を財源 と して鉄道
助成 を総合的 に実施す る特 殊法 人」3G:脚と して.設立 された機 関であ り,し たが っ
て,JR旅 客鉄道6社 問の内部補助 中継 ならびに国鉄 長期債務等 の処理 を主た
る事業 目的 と した保有機構 とは,そ の財.務的機能 を大 きく異に しているか らで
あ る37〕。 さらにまた,鉄 道整備基金 の主要財源 となる既設新幹線鉄道施設 の譲
渡代金(す なわち本州7Rの 側 からみれ ば同施設買取代金〉は当該 資産の再調
達価額 とされ,当 該 資産簿価 を1兆 円以一.ヒも上 回る9兆1,767億円 とされた こ
とに も留意 してお く必 要があろ う。
つ ま り,保 有機構 の解散 ・鉄道整備基金 の設立 とい う制度改編 によって,連
結企業集団 としてのJRグ ループの事業構造 に,大 きな非連続性が持 ち込まれ
る ことになったのであ る。 ここでは詳論 しないが,こ の非連続性は,鉄 道整備
基金 を連結企業集団 としての3Rグ ループに くわ えることの適否に もかかわ る
重大 な問題 を.含んでい る3㌔













圃 鉄 決 算 デ =
1982年度 1983年度 1984年度 1985年度
流 動 資 産 7,572 8,532 9,208 7,407
固 定 資 産 96,789 99,5呂6 100,492 99,626
鉄道事業固定資産 &4,060 85,356 88,129 89,666
貸 事 業 資 産 皿 一 一
一
建 設 仮 勘 定 11,003 12,s(>4 10,602 8,216
投 資 等. 1,224 1,257 1,321 1,331
経営安定基金資産 一 皿 一L
借 繰 延 資 産 9,501 9,668 11,140 11,546
未 整 理 資 産 48 22ユ 169 449
欠 損 金 89,646 106,250 122,754 141,212
資 産 合 計 203,557 224,257 243,764 260,239
対 流 動 負 債 6,523 7,214 7,625 6,091
固 定 負 債 180,457 199,833 218,269 235,610
長 期 債 務 180,457 199,833 218,269 235,610
そ の 他 負 債 8,202 .8,836 9,496 10,164
…照 負 債 合 計 195,182 2ユ5,883 235,389 251β65
連 結 調 整 勘 定
.一
一
資 本 金 4,560 4560 4,560 4,560
資 本 準 備 金 31815 3,815 3,815 3,815
.表 利 益 準 備 金 一 一
経 営 安 定 基 金
資 本 合 計 8,375 8,375 8.3751 8,375
負債 ・資本合計 203,557 224,257 243,764 !260,239
. .一
営 業 収 益 29,493 29,606 31,027 …33,1〔)5
1損 営 業 費 33,580 33,742 32,892 31,082
営 業 損 益 △4,087 △4,136 △1,865.!. 2,023
」..
営 業 外 収 益 58 53 32 i19
1益 営 業 外 費 用 1.1,004 12,471 13,060 13,535
経営安定基金運用収入 一 一計 経 常 損 益 △15,033 △16,554 △14,893 △11,493
特 別 利 益 7,968 8,700 8,084 7,678
算 特 別 損 失. 61712 8,749 9,695 14,664
税引 前 当期損 益 一
書 法 人 税 等 一 L一.
..........当 期 損 益… △13,777 △16,603 △16,504.!.一..疎酒'"
注)億 円未満 は四捨五入 したので合計額の一致 しない部分が ある。
資料)1982-85年度 につ いては 「日本国有鉄道監査報 告.書』 各年 度版,1986年度について は
照 表」 「運輸 と経済1第48巻第10号,1988,11=1f〕月,69-77ペー ジ,『運輸 白書』1988年度
整備基金 『平成3事 業年度財務諸表』等によ り作 成、,
JR連鞘 財務諸表 の作 成をめ ぐる理論 問題の再検討 〔2〕 (421)33
JR連結データの比較一覧表 (単位:億 円 〉
タ J R連 結 デ ー タ
1986年度 1987年度 1988年度 1989年度 1990年度 1991年度
12,919 10,ア35 10,135 10,692 1〔},170 9,848
100,259 124,060 122,547 123,435 124,308 159,965
92,060 91,509 91,710 90,757 90,441 ユ25,192
一
一 一 一 45
6,402 5,665 3,493 4,106 3,832 3,594
1,400 10.4291 10,929 11,643 12,293 12,928
一 0 o 1,226 2,544 3,960
11,712 37,796 37,271 36,612 35,882 5
11 一 一 　
154,821 152,110 168,930 175,797 173,254 179,131
279,724 324,701 338,884 347762, 345,158 352,907
9,536 14,441 15186冒 16,343 161097 20,054
250,650 2911121 304,439, 310,408 3067331 308,992
250,650 285,989 298,706 304,323 298,496 299,877
11162冒 　 i
271,349 305,554 319,625 326,751 322,829 329,046
一 8,669 8,669 8669, 8,669 8,669
4,560 6,661 6,770 7,296 7,296 7,350
3,815 3,818 3,820 3,820 3,820 3,820
一 62
一 o o 1,226 2,544 3,960
8,375 10,479 10,590 12,342 13,659 15,192
...
279,724 324,701 338,884 347,762 345,158 352,907
一 .
34,ユ68 35,994 38,646 40,185 43,209 44,948
29,245 2呂,362 29,152 30,711 32,190 36,412
4,923 7,633 9,494 9,474 11,019 8,536
101 497 608 723 1,156 768
13,921 14,760 16,343 16,075 15,795 16,129
0 0 19 103 199
△8 ,897 △6 ,630 △6 ,24ユ △5 ,859 △3 ,518 △6 ,625
「 「.....
..... ...
7,115 14,037 5,591 10,161 18,972 11,532




1,058 1,318 1,296 1,555 1,502
△13 ,609 △22 ,630 △16 ,820 △5,640 4,86ユ △5,396
清算 唄業団 「昭和6且年度 日本 国有鉄 道の決算 につい て」,横.堀充 「国鉄の最終 決算 と閉止貸借対





以.Lの諸 点,な らびに,こ れ まで繰 り返 し言及 して きたJR連 結 データの作
成趣 旨をふ まえ,.本稿で は,鉄 道整備基金損益デー タにつ いて下記Kの ような
合算処理 をお こなうこ とに した鋤。なお,内 部取引項 目の相殺消去 につい ては














② 運 輸 省 連 結 デ ー タ との相 違 点
つ ぎ に,本 稿 で の 検 討 作 業 を 総 括 す る 意 味 も兼 ね,表1の 運 輸 省 連 結 デ ー タ
と表4のJR連 結 デ ー タ の.主た る相 違 点 を,.ご くか ん た ん に 整 理 し て お き た い 。
特 定 人 件 費(相 当 額)の 集 計 処 理 表1の 運 輸 省 連 結 デ ー タ で は 特 定.人件
費(相 当 額)は 営 業 費 と し て 集 計 さ れ て い る 。 こ れ に た い し て,表4で は 当 該
人 件 費(相 当 額)は 営 業 費 か ら控 除 さ れ,特 別 損 失 と して 集 計 さ れ て い る 。 表
＼ 含め ることには,大 きな問題が あるとい えよう。
以Lの 問題に関する立 ち入った検討 は今後の課題 としたい.本 稿 では,運 輸省連結 データとの
比較 ロ」.能性 のあるIR連 結 デー タを作成 ・再提示す るとい う立場か ら,と りあえず鉄道整備基金
を連結の範囲に含める ことに した,
39)鉄道整備基金の損 益計 算書項 目につい て,以 ド,若干の補足的説 明を してお く。
新幹線整備助成事業 費 とは,整 備新幹線の建設を促 進 し,あ るいは未着工 区間 の建設促進の準
備事業を適 切に実施す るために,日 本鉄道建設公団 に交付される補助 金等で ある。
また,鉄 道整備助成事業 費とは,主 要幹線鉄道施設 または都「}∫鉄 道施設の.建設 または改良をお
こな う鉄道事業者または 口本鉄道建設公団に交付され る補助 金等で ある。
いずれ も,鉄 道事業会 計規則 にい う営業費や営業外費用 とはみな しえないので,特 別損失 とし
て集計 した。なお,鉄 道整備基金 。)新幹線整備助成事 業および鉄 道整備助成事業 の詳細 について
は,LLI野井充 「鉄道整備 基金平 成4年度 顎業計画1『1Rガ ゼ ・ノト」第63サ,1992年6月152-54








収益的事業へ と転換 していたのである。 したがって,「営業損益については,
国鉄改革を契機に赤字から黒字に転 じており,このことは特筆に値しよう」と
いう運輸省 レポー トの評価は,会計事実の誤認にもとつ く不正確な評価といわ
なくてはならないであろう。
公団債務継承損の集計処理 表1の 運輸省連結データでは公団債務継承損








じて,基 本的には,JRグ ループ(よ り正確にいえば,国鉄長期債務等の実質





未消去の内部取引項 目が残存する可能性.本 稿で実施 した内部取引項目の
相殺消去は,運輸省連結データにおけるそれ と必ず しも 致 していない。運輸
?36〔424)第]55巻 第5・6号
省連結 デー タと表4のJR連 結デー タの間には,以.ヒでふれた項 目以外の項 目
につ いて も若干の相違が散見す るが,そ う した相 違のい く分か は相殺消 去手続
の相違 に起 因す る もの と考 えられ る。 この ことは同時に,表4のJR連 結 デー
タに未消去 の内部取引項 目が依然 と して残存 している可能性 を示唆 している。
しか し,資 料 の制約か ら,そ.の可能性を具体 的なかたちで検証す ることはで き
なか った。
連結貸借対照表デー タの提示 表1の 運輸省連結 データで は損益計算書 の
連結 のみが問題 とされ,貸 借対照表の連結は考慮外 におか れている。 しか し,
本稿では貸借対照表 の連結 も実施 し,そ の結果を表4に 一覧 した。 これ は,連
結企業集団の経 済的実態 を鳥瞰 的に把握す るため には フロー ・ス トック両面 の
連結が欠かせない とい う,ご く素朴 な連結会計観 に もとつ くものである。国鉄
長期債務等 の継承 ・処 理問題(す なわ ちJR各 法人間の ス トックの配分問題)
は国鉄改革 の核心的問題の1つ であるだ けに,具 体的 な分析 ・検討課題 との関
連 において も,貸 借対照表 の連結 は損益計算書の連結 に勝 るとも劣 らない重 要
性 を有 してい る とい えよデ σ〕。
しか し,課 題 の制約.ヒ,本稿 では この問題 に これ以上立ち入 らない。連結 貸
借対照表 データそれ 自体の分析 ・検討 は,連 結損益計算書デー タの分析 ・検 討
と同様,今 後の課題 としたい.
VIむ すびにかえて
以上 によって,別 稿で筆 者が提示 したJR連 結 デー タとの比較検討をつ うじ
て,運 輸省連結 デー タの示唆 と問題 点を照射 し,も って 「国鉄改革後5年 間の
成 果 と課題」 の正確 な理解 への接近 を図る とい う本稿 の課題は,お おむね達 成
された もの と思われ る。 とはいえ,本 稿で は,課 題お よび紙幅の制約か ら,多
40)したが って,運 輸省 レポー トがなぜ貸借対照表 の連結 を考慮外 としたのか,む しろ理解 に苦 し
む ところであ る。
なお,表4の 連結貸借対照表 デー タの作成作業 と当該作業 をめ ぐる理論問題ついては,筆 者別
稿,85-88ページを参照 されたい。
..」R連結財.務諸表の作成をめぐる理論問題の再検討(21〔425)37.
くの問題 について検討 を留保せざ るを えなか った。 と りわけ,連 結 データそれ
自体の分析 ・検討 は,ほ とんどお こなうことがで きなか った。そ うした分析 ・
検討 は,続 稿の課題 としたい。
ところで,JR各 法人の相互関係 を財務的観点か ら振 り返 ってみる と,JR
グルー プは擬 制的債権 ・債務の巨大かつ複雑な ネクサス として存在 しているこ
とが分 か る。 この ネクサ スが,JRグ ルー プの債務償還機能 と内部補助機能 を
支 えてい るのであ る411。JR連結デー タの作成作業 は,こ の ネクサ スを1つ ひ
とつ解 きほ ぐしてい く作業 に収斂す る。
したが って,JRグ ルー プの連結経営分析 においては,か かる作業の最 終生
産物 としての7RA結 デー タだ けでな く,当 該作業 の過程で明 らかにな ったJ
R各法 人間の内部取引 関係 それ 自体 もきわ めて重要 な意味 を もつ ことにな るの
であ る。本稿 を終 えるにあ た り,こ の ことをあ らためて強調 してお きたい と思
う。
41)相殺消 去問題 と直接 的な関係がない ので本文ではあえて言及 しなかったが,[」本国有鉄道改革
法第駈条 の規定 によ りレ国鉄の鉄道債券(な い し鉄道建設債券〕 の継承法 人は.す べての鉄道債
券(な い しすべ ての鉄道建設債 券〕につい て連帯1責務 を負 う もの とされてい る。 つま り、本州
JRお よびjR貨 物 の4法.人は.清 算事業団等の鉄道債券について連帯債務 を負 ってい るのであ
る。
また,.事実,H本 国有鉄道改革法 幣26条の規定,な らびに旅客 鉄道株式 会社 及び日本貨物鉄道
株式会社 に関する注律 第4条 の規定 にもとづ き,本 州JRお よびJR貨 物 の4法 人は,総 則.産を
社債お よび清算事 業団等 の鉄道債券 の一般担保に供 しているので ある。
以.ヒの措潰は,JR各 法 人間の擬制的債権 ・債務の ネクサスに うたれ た投網 ともい うべ きもの
であ り,3xグ ループの分割 ・民営体制 〔とりわ け分割体制)の 特 殊性 を象徴す る措置 とな って
い る。 ここでは とくに,以 上 のよ うな措置が,∫Rグ ルー プの連結経営 分析 の必 要性 と重要性 を
さらにい っそ う高めている という事実 を強調 してお きたい、,
第155巻 第5・6号38(426)
〔単位 億円)付 表1」Rグ ルー プ の連 結 精算 表(1987年度)
相殺消去前 相 殺 消 去 相殺消去後
の金額 借 方 貸 方 の金額
流 動 資 産 10,750 ④15 10,735
鉄道事業固定資産 91,509 91,509
建 設 仮 勘 定 5,665 5,665貸
投 資 等 43,595 ①4,595{②28,572 10,429
経営安定基金資産 12,781 ③12,781 0
借…繰 延 資 産 37,796 37,796
.欠 損 金 165,412 ③12,781{⑤521 152,110
対 資 産 合 計 383,966 59,265 324,701
流 動 負 債 14,456 ④15 14,441
照 長 期 債 務 327,341 ②28,572{③12.781 285,989
連 結 調 整 勘 定 ① 呂、669 8,669
資 本 金 11,256 ①4,595 6,661
表 資 本 準 備 金 12,487 ①8,669 3,8]8
経 営 安 定 基 金 12,781 ③ ⊥2.781 0
剰 余 金 521 ⑤521 0
負債 ・資本合計 383,966 67,934 8,669 324,701
損 ⑥7,098
.
営 業 収 益 43,486 ⑨351 35,994
⑩43
益 ⑥7,098
営 業 費 36,216 ⑨351 28,362
⑩405計
営 業 外 収 益 2,527 ⑦2,030 497
算 営 業 外 費 用
17,723 ⑦2,030{⑧933 14,760
…経営安定基金運用収λ .933 ⑧933 Q
............




法 人 税 等 1,058 1,058
当 期 損 益 △22,630 △22,630
78,751 78,751
(注)憶 円未満 は四捨五入 したので合計額の 致 しない部分がある,
(資料)「 国鉄改 革に関する報 告』1987年度版等 によ り作成。
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欠 損 金 183,2互9
③12,781{⑤1.508 168,930
資 産 合 計 398,624. 59,939 338,884
流 動 負 債 ユ5,206 ④20 15,186
長 期 債 務 339,741 ②28,254{③12,781 298,706
連 結 調整 勘 定 ①8,669 8,669
資 本 金 11,365 ①41595 6,770
資 本 準 備 金 12,489 ①8,669 3,820
経 営 安定 基 金 12,78ユ ③12,781 0:
剰 余 金 1,508 ⑤1.508 0
負債 ・資本合計 398,324 681608 8,669. 338,884
⑥7,〔198




営 業 費 37,006 {謡7響.......29,152




営 業 外 費 用 ユ9,284
⑦2,009{⑧933 161343
経営安定基金運用収入 933 ⑧933...... 0
特 別 利 益 5,951 ⑩360 5,591
特 別 損 失 14,871 ⑩19 14,852.......
......
法 人 税 等 1,31呂 ユ,3ユ8










(注)億 円未 満は四捨 五.大したので合計額の一致 しない部分が ある。







































.村 童 帝 合 計
③11,555上⑤3,269
399.053 51,293
流 動 負 債
照 度 期 債 務


















































(注)億 円未満は四捨五人 したので合計額の一致 しない部分 がある。














相殺 一..消 去 相殺消去後
の金額 一借 方 貸 方 の讐訓
:流 動 資 産 10,186 ④16
.鉄道事業固定資産 90,441 90,441






経営安定基金資産 12,781 ③10,237 2,544
借 繰 延 資 産 35,882 35,882
欠.損 金 187,391 {81!::器 !72,254
対 資 産.合 計 394,497 49,339 345,158
流 動 負 債 16ユユ2 ④16 16,097
照 長 期 債 務 328,088②19,354上③10,237 298,496




表 資 本 準 備 金 12,489 ①8,669 3,820
経 営 安 定 基 金 12,781 ③10.237 2,544
剰 余.金 4,900 ⑤4,900 0
負債 ・資本合計 394,497 58,008 8,669 345,158
.一.
損 ⑥7,280営 業 収 益 50,919 ⑨421 43,209
⑩10
益 ⑥7,280
営 業 費 39,923 ⑨421 32,190
⑩.33
計..営 業 外 収 益
2,570 ⑦1,414 1,156
算 営 業 外 費 用
18,028 ⑦1,414{⑧818 15,795
経営安定基金運用収入 921 ⑧818 103
書 特 別 利 益
19,063 ⑩90 18,972
特 別 損 失 9,106 ⑩67 9,038
法 人 税 等 .1,555 1,555
当 期 損 益 4,861 4,861
68,04ユ 68,041
(注)億 円未満 は四捨五入 したので合計額の一致 しない部分があ る。
(資料)『 国鉄改革に関する報 告』1990年度版等 によ り作成。
